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1.最近 の 動 き/CurrentTopics
◎調査研究資料(講演録 一25)「科学技術と地域開発」を発表
本資料は、平成3年4月26日に行 った科学技術政策研究所の講演会 における東京








◎調 査研 究資 料(調査 資 料 一13)∫日本企 業 にお ける基礎 研 究の定 義及 び 日本 企業
にお け る科学:予備 的分 析」を発表
本 資料 は、STAフェu-一と して滞 在 し、29企業 につ いて収 集 した定量 デ ー タ及 び
イ ンタ ビュー ・デ ー タを もとに分析 した結 果を報 告 した もので あ る。(第1研究 グル
ー プ:ダ イア ナ 。ピ ックス)
◎ 当研究所 で は、9月11HにMSTEPレポー トNO.19「体 系科学 技術指 標 …我 が 国の科








6is抽HadlanMartadipura(イン ドネ シ ア 技 術 評 価 応 用 庁
人 事 ・教 育 。訓 練 局 計 画 部 ス タ ッ フ)
Dr.Miller(北イ リ ノ イ 大 学 世 論 調 査 所 長)t
Prof.JonSigudson(UNVofLund,Sweden)
◎政 府 資料 ア ブ ス トラ ク ト誌 の掲 載資料 利用 ベ ス1・20(ig91No.5～No.6)に当研 究
所 の下 記 の資料(NIS'1'EPREPORTNo.15)が利 用頻 度第2位 とな りま した。
企 業(製造業)が 「造 る集団 」か ら1考え る集1劃に
(製造業 の 研究開 発活 動 と生 産活 動 の関係 の変 化 に関す る調査研 究 その ユ)
2.研究 ノ ー ト/ResearchNote
「体系科学技術指標」の概要
第2研 究 グル ープ
丹羽 冨 士雄
富 沢 宏 之、 平原 史 人
柿 崎 文 彦 、オ ー ラ ン ド カ マー ゴ
当研究 所で は、 この度 、NISTEPレ ポー}・No。 ユ9「 体 系科 学技 術 指標
一 一我 が国の 科学 技術 活動 一 一」 を発表 した。 本 レポー トは、昭 和63年 度 か ら
平成2年 度 まで の3ヶ 年 の継続 研究 「科学 技 術ナ目標 の 開発 に関す る研 究 」 の成 果






○ 科学技術活動は、社会経済の発展や豊かな国民生活の創造 に大 きな役割 を
果た してお り、今後 ますますその役割は増大。かかる中、政策立案等1三当たっ
ては、科学技術活動の現状を定量的なデータに基づ き的確に把握 し評価す る
ことが重要。
○ 本書は、複雑 ・多岐にわたる我が国科学技術活動を定量的に把握す るた
めの体系的な指標を開発 し、政策立案活動等の用 に広 く供す ることを 目的。
○ 米国で は、 全米科 学財 団(NSF)が 指標("Scienceand㌦gineer-
ingIndicalors")を隔年 発行 し、行 政 部局等 に広 く用 い られ て い るが 、
我が 国 にお いて は、 これ に相 当す るよ うな指 標 は これ まで ない。
2.本科学技術指標作成 の考え方





・ 既 存の指標、統計、指標に関する研究論文等を参照 しっっ、研究会
(主査:西 川京都大学工学部教授)で の議論 も積み重ねた結果、まず、
科学技術指標を 「カスケー ド構造」に体系的に整理。
・ その上で 、 デー タの収 集 ・分 析 を進 め、指 標の 妥当性 を 検討。 この
過 程 で、 デー タ入手 が困 難な もの や、指 標 と して 適当 で ない ことが 明
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らか とな った もの が あ る こと等 が判 明。





















































人類 の知的 ス トック蓄 積 への 貢献 や経済 発展 、国 民生 活 な ど社会 に イ ンパ
ク トを与え 、 また、 人 々の意 識 にまで影 響 を与 え る。
○ 本科学技術指標では、研究開発活動を中心にす るものの、その支援基盤
及び影響 までを含めた広範な分野を対象。例えば、第8章 「科学技術 と社
会」、第9章 「科学技術に対する社会の意識」。




○ 本報告 書では、他では見 られないような新 しい視点に基づ く指標 も取 り
入れた。
○ 例 えば 、次 の よ うな指標 を掲 載。
〔学 術 論文]
・ 我が 国論 文 につ いて 、世 界 全体 に 占め る論 文生産 数 の シェア と被 引用
回数 の シェア とを比 較。 これに よれば 、我 が国 の学 術論 文 は、近 年 、
法的 に も質的 に も向 』こしつ つあ る ことが分 か る。
・ 論 文の生 産 国か ら学 術 雑誌 の出 版国へ の 論 文投 稿 の流 れを 整理 。 これ
によれ ば、我 が 国の 論文数 の増 力日は、国 外へ の投稿 の増 加 が寄 与 して
い る ことが分 か る◎
・ 論文 が引用 され る国 か ら論 文を引用 す る国へ の 流れ を整理 。 これ に よ
れば 、 日本論 文の 被引用 回数 が増加 したの は、近 年 、外 国の 論 文が 日
本 の論 文を 引用す るこ とが多 くな ったた めで あ るこ とが分 か る。
[特 許]
・ 特許 につ いては 、米国 で は、特許 審査 の過 程で 審査官 に引用 され た特
許 の デ ータベ ースが存 在 す るこ とに着 目 し、 米国 にお け る 日本特 許 の
登 録 シェア と被引用 シェア とを比較。 これ によれ ば、米 国 に お ける特
許件 数 と被 引用度 は、い ずれ も米 国が圧 倒 して い る ものの 、次 第 に シェ
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アの低下が見 られ る一方、米国以外の国では我が国が突 出 した地位を








資系の研究所設立時期は、196◎ 年代中頃か ら7◎ 年代初め(第1
期)に かけて と、8◎ 年代初め以降(第2期)に 集 まっており、近年、
研究開発型の外資系企業が増加 していることが分か る。
(以上、第7章 「研究開発の国際化」より)
・ なお、第4章 「研究開発の現状」では、FTE(専 従換算:研 究者 の
実働時間に基づ き研究者数を把握する換算方法)に よる国際比較の重
要性につ き記述。
4.今 後 の課 題 と展望
○ 科学技術活動全体を定量的に示 した指標報告は、我が国では初 めて発行 さ
れ るもの。 このよ うな指標は、継続 して作成 されてこそ、我が国の科学技術
活動が より正確 に理解 され、ひいては政策 の企画立案活動等に対す る有用な
資料 として貢献。
○ このため、科学技術政策研究所では、引き続 き指標の整備 ・拡充を進め、
隔年毎に指標報告を発行 していく予定。
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